
 
令和７年度第２回　箕面市介護サービス評価専門員会議 次第

  

日　時：令和７年（2025 年）１２月５日（金）午後２時～午後４時（予定） 

 

場　所：豊能広域こども急病センター　３階　大会議室

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　（広域福祉課） ＜14：００～14：１０＞ 

【案件１】 市内指定地域密着型（介護予防）サービス事業所の新規指定について…資料１ 

 

２　（高齢福祉室） ＜14：１０～1４：４０＞ 

　　　【案件２】 第１０期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定のためのアンケート調査につい 

   て…資料２－１、資料２ー２ 

  

３　（高齢福祉室） ＜1４：４０～15：１０＞ 

　　 【案件３】 令和７年度保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の結果 

報告について…資料３ー１ 

 

４　その他



指定年月日 サービス種別 事業所名 所在地 法人名 指定有効期間

① 令和7年10月1日
・認知症対応型通所介護
・介護予防認知症対応型 
　通所介護

salon 二虹 －nico－ 箕面市彩都粟生南2丁目16番23号 株式会社　彩架
令和7年10月1日から
令和13年9月30日

【案件1】指定地域密着型サービス事業者の新規指定について

　１　新規指定

令和7年度第2回

箕面市介護サービス評価専門員会議　     　　　資料１

令和7年(2025年)12月5日
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第１０期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画アンケート調査について 

 

１．アンケート調査の種類と目的 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（独自項目含む） 

・令和９年度から令和１１年度までを計画期間とする「第１０期高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画」の策定にあたり、現計画の進捗状況の把握及び分析、並びに高齢

者の生活実態、介護保険サービスや本市が行う保健福祉サービスの利用状況及び今後

の利用意向などの把握を行うことを目的とする。 

・具体的には、からだを動かすこと、食べること、毎日の生活、地域での活動、たすけ

あい、健康、市施策のニーズ把握、サービス見込みと保険料推計のための実態把握等

に関する項目を調査するもの。 

・調査実施期間は、令和７年１２月～令和８年１月頃。 

 

 

 

 

 令和７年度第２回 

箕面市介護サービス評価専門員会議 資料２－１

 令和７年（2025 年）１２月５日

＜箕面市＞ 
必須項目　：35 問 
ｵﾌﾟｼｮﾝ項目： 7 問 
市独自項目：28 問

＜箕面市＞ 
必須項目　：35 問 
ｵﾌﾟｼｮﾝ項目： 8 問 
市独自項目：20 問
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（２）在宅介護実態調査 

・計画の策定において、「家族等の介護による離職をなくしていくためにはどのようなサ

ービスが必要か」といった観点を盛り込むため、「高齢者等の適切な在宅生活の継続」

と「家族等介護者の就労継続」の実現に向けた介護サービスの在り方を検討すること

を目的とする。 

・主に在宅で要支援・要介護認定を受けているかたを対象として調査を実施。 

・調査実施期間は、令和８年１月～令和８年７月頃（予定）。 

 

２．各アンケートの実施方法（予定） 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査は、「無作為抽出」 

※在宅介護実態調査は、調査期間中に認定調査（更新・変更のみ）を受ける在宅の要

介護者・要支援者が対象のため、調査件数は未定。 

 

(参考)第９期計画アンケート実施状況 

 種別 実施方法 対象者 対象人数

 

介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査 

（独自項目含む）

郵送調査

65 歳以上の市民 

（要支援・要介

護者を除く）

500 人

 総合事業対象者 100 人

 要 支 援 者 100 人

 
在宅介護実態調査

訪問調査（認定調査

時に聴き取り）

在宅の要支援・

要介護者

未定※ 

（目標 500 人）

 種別 実施方法 対象者 人数 回収率

 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

（独自項目含む）

郵送調査

65 歳以上の市民 

（要支援・要介

護者を除く）

500 人 77.6%

 総合事業対象者 100 人 77.0%

 要 支 援 者 100 人 73.0%

 

在宅介護実態調査

訪問調査 

(認定調査時 

に聴き取り)

在宅の要支援・ 

要介護者
500 人

実調査数 

442 人
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第 1 0 期 計 画 ア ン ケ ー ト 項 目 （ 案 ）

  

●介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

【国必須項目】 

 

 

 質 問 項 目 内 容 反映する施策・事業 項 目 と す る 理 由

 1 世帯状況（家族構成） 全施策 クロス集計により世帯構成別の回答結果を把握するため

 
2 介護・介助の必要性 全施策

要介護状態になる前の主観的な介護度を把握し、家族介護者の実態などを

把握するため

 
3 経済的状況 全施策

高齢者のおかれている状況の重要な項目として主観的な経済状況を把握す

るため

 4 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っているか

介護予防普及啓発事業 

介護予防・生活支援サービス

①運動器の機能低下リスクありの高齢者の割合を把握するため（No4～8で

「できない」が3つ以上該当する場合は運動機能低下のリスクありとなる）

②Ｎｏ7、8では①に加え、転倒リスクのある高齢者の割合を把握するため 

●高齢者のリスク状況を踏まえ介護予防教室の取組内容に反映させる 

●介護予防対象者予備群を把握し、総合事業の今後の傾向を把握する

 5 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がられるか

 6 15分ぐらい続けて歩いているか

 7 過去1年間に転んだ経験があるか

 8 転倒に対する不安は大きいか

 
9 外出する頻度

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業

閉じこもり傾向の高齢者の割合を把握するため（ほとんど外出しない、週

１回に該当するかた） 

●通いの場に関する取組推進のため実態を把握し、施策に反映させる  10 昨年と比べて外出の回数がへっているか

 
11 身長・体重

低栄養が疑われる高齢者の割合を把握するため 

●健康教育、介護予防教室の取組内容に反映させる

 
12 半年前に比べて固いものが食べにくくなったか

高齢者の口腔の健康状態の把握や口腔機能低下（咀嚼機能）が疑われる高

齢者の割合を把握するため 

●健康教育、介護予防教室の取組内容に反映させる  13 歯の数と入れ歯の利用状況

 
14 だれかと食事をともにする機会があるか

閉じこもり傾向と孤食状態の実態を把握するため 

●通いの場に関する取組推進のため実態を把握する

 
15 物忘れが多いと感じるか

認知症総合支援事業 

介護予防普及啓発事業

認知機能低下している高齢者を把握するため 

●認知症施策全般、介護予防教室の取組内容に反映させる

 16 バスや電車を使って1人で外出しているか（自家用車でも可）

介護予防普及啓発事業 

介護予防・生活支援サービス

ＩＡＤＬ（日常生活動作）の低下している高齢者の割合を把握するため 

●介護予防教室の取組内容に反映させる 

●介護予防対象者予備群を把握し、総合事業の今後の傾向を把握する

 17 自分で食品・日用品の買い物をしているか

 18 自分で食事の用意をしているか

 19 自分で請求書の支払いをしているか

 20 自分で預貯金の出し入れをしているか

 
21 地域活動（会・グループ）への参加頻度

地域介護予防活動支援事業

高齢者の社会参加活動を把握するため 

地域づくりへの参加意向の割合を把握するため 

●地域における住民主体の介護予防活動支援の取組内容に反映させる

 
22

地域住民で健康づくり等のグループ活動があれば参加者とし

て参加したいか

 
23

地域住民で健康づくり等のグループ活動があれば世話役とし

てとして参加したいか

 24 あなたの心配事や愚痴を聞いてくれる人はだれか

地域や知人・友人などとのたすけあいの状況を把握するため 

●地域における住民主体の介護予防活動支援の取組内容に反映させる

 25 反対に、あなたが心配事や愚痴を聞いてあげる人

 
26

病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人がい

るか

 27 反対に、看病や世話をしてあげる人

 28 健康観

一般介護予防事業全般 

介護予防普及啓発事業

主観的な健康観を把握し、健康度の指標とするため

 29 どの程度幸せと感じているか 主観的幸福感を把握し、精神的な健康度の指標にするため

 30 ゆううつな気持ちになることがあったかどうか うつ傾向のある高齢者の性別、年齢別、地域別の割合を把握するため 

●相談体制の強化や介護予防教室の取組内容に反映させる  31 物事への興味の有無、心から楽しめるかどうか

 
32 たばこは吸っているか

健康寿命に大きく影響のある喫煙習慣の実態を把握するため 

●健康教育の取組内容に反映させる

 
33 治療中の病気、後遺症のある病気

年齢別の既往などを把握することで、要支援、事業対象者となる原因疾患

等を分析するため 

●一般介護予防事業全般、特に介護予防教室の取組内容に反映させる

 34 認知症の症状がある又は認知症の症状がある人がいるか
認知症総合支援事業

認知症のある高齢者の割合を把握、相談窓口の認知度を把握するため 

●相談窓口に関する周知の必要性など課題把握をするため  35 認知症に関する相談窓口を知っているか

 令和7年度第２回 

箕面市介護サービス評価専門員会議 資料2－２

 令和７年（2025年）１２月５日
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追加

追加

【国オプション項目】 

 

【市独自項目】 

 質 問 項 目 内 容 反映する施策・事業 項 目 と す る 理 由

 
1 介護･介助が必要になった主な原因

一般介護予防事業全般 

介護予防・生活支援サービス

総合事業、要支援の対象者となった原因疾患を把握するため 

●介護状態にならないようにどういう取組が必要かを検討し、介護予防施

策全般の取組内容に反映させる

 
2 主な介護者

家族介護者の実態を把握するため 

●家族介護者、介護離職者の支援に関する施策に反映させる

 
3 6か月で2～3㎏以上の体重減少があったか

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業

低栄養が疑われる高齢者の割合を把握するため 

●健康教育、介護予防教室の取組内容に反映させる

 4 外出を控えているか 閉じこもり傾向のある高齢者に対して課題の把握を行うため 

●通いの場に関する取組推進のため実態を把握する  5 外出を控えている理由

 
6 移動手段

高齢者の移動手段の実態を把握し、移動手段に対する課題把握のため 

●通いの場に関する取組、移動に関する施策に反映させる

 
7 家族・知人以外で、相談する相手 全施策

地域における相談経路の実態を把握し、地域の相談窓口の活用状況を確認

する。 

●相談体制に関する施策に反映させる

 
8 就労について 全施策

高齢者の就労状況について実態を把握するため 

●地域における住民主体の介護予防活動支援の取組内容に反映させる

  質 問 項 目 内 容 反映する施策・事業 項 目 と す る 理 由

 1 回答者性別 全施策 各項目とのクロス集計により性別による傾向を把握するため

 2 回答者年齢 全施策 各項目とのクロス集計により年齢区分ごとの課題を把握するため

 3 回答者居住地域 全施策 各項目とのクロス集計により地域課題を把握するため

 
4 要支援認定を受けているまたは総合事業対象者か 全施策 項目とのクロス集計により状態ごとの課題を把握するため

 
5 健康や介護予防について知っていること 一般介護予防事業全般

高齢者の健康に関する注意・認識について実態を把握するため 

●フレイル予防に向けた介護予防啓発の取組に反映させる

 
6 健康や介護予防のために気をつけていること 一般介護予防事業全般

高齢者の健康意識について実態を把握するため 

●健康教育、介護予防教室などの取組に反映させる

 
7 スマートフォンを使っているか

介護予防普及啓発事業 

介護予防・生活支援サービス

ＩＡＤＬ（日常生活動作）の低下している高齢者の割合を把握するため 

●介護予防対象者予備群を把握し、総合事業の今後の傾向を把握する

 健康のために意識的に体を動かしているか

介護予防普及啓発事業 

スポーツ施策全般

（採用していた理由） 

運動している人と運動していない人の傾向や実態を把握するため 

●スポーツ施策全般及びシニア塾スポーツコース、介護予防教室、運動ト

レーナー等運動をするためのきっかけづくりに関する施策に反映させる 

（削除する理由） 

・シニア塾スポーツコース（R2～）のメニュー設定に関するノウハウが蓄

積されたため 

・市民の運動に関する調査は、市が別に実施する「市民満足度アンケート

調査」から把握できるため

 体を動かしている人→どのように動かしているか

 体を動かしている人→週に何日程度か

 体を動かしている人→どの程度の時間か、どれぐらい継続し

ているか

 体を動かしていない人→その理由

 体を動かしていない人→どんなきっかけがあれば運動ができ

るか

 新しく始めたい運動は何か

 
8 運転免許を返納する意向はあるか

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業

ＩＡＤＬ（日常生活動作）の低下している高齢者の割合を把握するため 

●介護予防教室の取組内容に反映させる 

●介護予防対象者予備群を把握し、総合事業の今後の傾向を把握する

 
新型コロナウイルス感染症の流行により、体の機能が低下し

ているか
一般介護予防事業全般

（採用していた理由） 

高齢者のコロナフレイルやコロナの影響について把握するため 

●フレイル予防に向けた介護予防啓発の取組に反映させる 

（削除する理由） 

・国項目において、新型コロナ関連の設問や選択肢は削除されているため

 
（新型コロナの影響があった場合、）現在元どおりに回復して

いるか

 9 認知症について知っていること

認知症総合支援事業
認知症に関する知識の認知度や意識について実態を把握するため 

●認知症に関する健康教育や啓発活動の取組に反映させる
 10 認知症についての考え方

 11 認知症についての相談先

 
12 成年後見制度について知っているか 高齢者自立支援事業

成年後見制度の認知度を把握するため 

●権利擁護に関する制度利用について周知啓発の進捗の指標とする

 
13 地域活動に参加しない理由 地域介護予防活動支援事業

地域活動に参加しない高齢者の傾向を把握するため 

●地域における住民主体の介護予防活動を推進していくため、課題を把握

する

削除

削除
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14 負担と給付の関係についての考え方 介護保険事業全般

介護保険サービスと保険料のバランスについて意向を把握するため 

●サービス見込みと保険料推計のために実態を把握する

 
15 将来希望する生活 介護保険事業全般

在宅傾向なのか施設傾向なのかを把握するため 

●施設整備、サービス見込みと保険料推計のために実態を把握する

 
16 施設に入所したい理由 介護保険事業全般（介護給付）

施設に入所したい理由を把握するため 

●施設整備の方針検討のために実態を把握する

 
17 日常生活の中での困りごと 全施策

高齢者が生活の中のどういう場面で困っているのかを把握するため 

●介護保険サービス以外のニーズを把握し、地域でのささえあい体制や地

域支援事業の施策に反映する

 
18 重要度が高いと思う高齢者施策・事業 全施策

どういう施策や事業を望んでいるかを把握するため 

●介護保険サービス、高齢者施策の当事者の意向を把握し、施策全般に反

映させる

 
19 昼間独居の有無 全施策

昼間の過ごし方を把握し、どれぐらい昼間独居者がいるか実態を把握する

ため 

●見守り支援などの施策に反映する

 
20 介護保険料の支払いについて思うこと 全施策

介護保険料の負担感や支払いに対する考え方を把握する 

●介護保険料の賦課、徴収に関する高齢者の意向を把握し、施策全般に反

映させる
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令和７年度保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の結果報告について 

 

■保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和７年度第２回 

箕面市介護サービス評価専門員会議 資料３－１
 令和７年（2025 年）１２月５日

※（）内は前年度当初予算額
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●令和６年度から評価指標の大幅な見直しが行われ、体制・取組に係る指標（プロセス指標）ではなく、活動指標及び成果指標（アウトプ

ット・アウトカム指標）の拡充が行われた。 

●令和７年度からは、保険者機能強化推進交付金の見直しとして、アウトカム指標配分枠及び保険者機能強化推進枠の配分を拡充するとと

もに、新たに別枠で成果指向型配分枠の設定が行われた。（※令和７年度交付金にかかる評価の対象は、おもに令和６年度の取組（一部、

令和５年度以前の実績を含む）） 

 

 

 

＜指標の例＞ 

介護予防/日常生活支援を推進する 

　☑介護予防・生活支援サービス・一

般介護予防事業の実施に当たっ

て、データを活用して課題の把

握を行っているか？ 
認知症総合支援を推進する 
 ☑認知症サポーター等を活用した

地域支援体制の構築及び社会参

加支援を行っているか？ 
在宅医療・在宅介護連携の体制を構

築する 
 ☑入退院支援の実施状況は？ 
公正・公平な給付を行う体制を構築

する 

 ☑介護給付適正化事業を効果的に

実施しているか？ 
介護人材の確保その他のサービス提

供基盤の整備を推進する 
 ☑ケアマネジメントの質の向上に

関する研修の総実施日数は？ 

持続可能な地域のあるべき姿をかた

ちにする 
 ☑介護保険事業計画の進捗状況を

分析しているか？　　　　等 

体制・取組 

（プロセス）

活動 

（アウトプット）

投入 

（インプット）

成果 

（アウトカム）
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令和７年度保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の結果報告について 

 

１．令和７年度交付（内示）額 

　●保険者機能強化推進交付金 

令和７年度　１１，１６９千円（令和６年度交付額：１２，４０９千円） 

　●介護保険保険者努力支援交付金 

令和７年度　１９，０９１千円（令和６年度交付額：２１，２１２千円） 

 

２．国府の集計結果との比較 

　　【全国２７４位・府内同率４位】（令和６年度：全国７２位・府内４位） 

　⇒本市 は 合 計 得 点

528 点（得 点率 66.0％）

で、全国 平均よりも高

い。【前年 度と同】 

⇒ 大 阪府の平均点

及び平均 得点率は全国

の平均点 及び平均得点

率より高 い。【前年度と

同】 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箕面市
全国（1,741 市町村） 大阪府（43 市町村）

 
平均点

熊本県荒尾市 

（得点トップ）
平均点

大東市 

（得点トップ）

 得点 

（800 点満点）
528 点 435.0 点 649 点 446.2 点 555 点

 得点率 66.0％ 54.4％ 81.1％ 55.8％ 69.4％

 令和７年度第２回 

箕面市介護サービス評価専門員会議 資料３－２
 令和７年（202５年）１２月５日
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３．本市の得点結果分析 

 

●本市は、プロセス指標である体制・取組指標群については概ね得点することができてい

る。 

●全国的に得点率が最も低いのは、②介護保険保険者努力支援交付金の「目標Ⅱ　認知症総

合支援を推進する」で、平均点 46.5 点。 
→本市においても得点 42 点で概ね同水準の結果となっている。 

●全国的に得点率が最も高いのは、②介護保険保険者努力支援交付金の「目標Ⅲ　在宅医

療・在宅介護連携の体制を構築する」で、平均点 66.1 点。 
→本市においては得点 90 点で全国平均を大きく上回る結果となっている。 

 

 

 

 

 

①保険者機能強化推進交付金
(ⅰ) 体制・ 
取組指標群 
得点/配点

(ⅱ) 活動 
指標群 

得点/配点

(ⅲ) 成果 
指標群 

得点/配点

計 

得点/配点

 
目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿を

かたちにする
64/64 15/36 79/100

 
目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構

築する
68/68 12/32 80/100

 
目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービ

ス提供基盤の整備を推進する
64/64 9/36 73/100

 
目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能

な限り自立した日常生活を営む
45/100 45/100

 
計 196/196 36/104 45/100 277/400

 
 

②介護保険保険者努力支援交付金
(ⅰ) 体制・ 
取組指標群 
得点/配点

(ⅱ) 活動 
指標群 

得点/配点

(ⅲ) 成果 
指標群 

得点/配点

計 

得点/配点

 
目標Ⅰ 介護予防/日常生活支援を推進す

る
45/52 29/48 74/100

 
目標Ⅱ 認知症総合支援を推進する 39/64 3/36 42/100

 
目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を

構築する
68/68 22/32 90/100

 
目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能

な限り自立した日常生活を営む
45/100 45/100

 
計 152/184 54/116 45/100 251/400

  
①＋②　合計 348/380 90/220 90/200 528/800
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４．評価指標のうち、満点が取れなかった項目について 

　　　※うち、得点 0の項目については通し番号を網掛けしている。 

 

①保険者機能強化推進交付金 
 通し 

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

１

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

１

 

今年度の評価得点

 

・「上位３割」には該

当、「上位１割」に入

らず。 

・9点/12 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・各評価指標に関し

て、現在の取組状況

の検証を行い、今後

の改善策を適時実施

する。

 

２

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

２

 

後期高齢者数と給

付費の伸び率の比較 

 

※評価対象： 

平成 29 年(2017 年)→

令和 5 年(2023 年)の

後期高齢者数の伸び

率から給付費の伸び

率を除して得た数

 

・「上位５割」には該

当、「上位３割」に入

らず。 

・6点/12 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・介護予防・重度化防

止の取組推進が、給

付費の伸び率に影響

すると考えられる。 

・これまでの取組の検

証・評価、事業の見

直しを適宜行うこと

が必要。

 

３

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

３

 

ＰＦＳ（成果連動型

民間委託契約方式）に

よる委託事業数 

 

※「成果連動型民間委託

契約方式」： 

自治体が行政課題の

解決に対応した成果

指標を設定し、成果指

標値の改善状況に連

動して委託費等を支

払うことにより、民間

事業者に対して、より

高い成果の創出に向

けたインセンティブ

を働かせる契約方式。

 
・「上位７割」に入ら

ず。 
・0点/12 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・多様な主体と連携し

た介護予防の取組を

実施しているが、成

果連動型民間委託契

約方式の在り方につ

いて具体の検討を行

うまでには至ってい

ない。 

・引き続き、他市の導

入実例等を参考に、

今後の実施について

適宜検討を行う。
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通し

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

４

目標Ⅱ 

（ⅱ） 

活動指標群 

１

 

ケアプラン点検の

実施割合

 
・「上位３割」には該

当、「上位１割」に入

らず。 
・12 点/16 点（得点/配

点）

 
（介護・医療・年金室、 
　地域包括ケア室） 
・現在も市内全居宅介

護支援事業所に対し

ケアプラン点検を行

っており、介護予防

サービス計画につい

ては市リハビリ職が

主に自立支援の観点

からケアプランを点

検している。 

・今年度の結果は、主

に、介護予防サービ

ス計画の点検方法の

変更に伴い該当する

件数が減少したこと

が影響したものと考

えられる。

 

５

目標Ⅱ 

（ⅱ） 

活動指標群 

２

 

医療情報との突合

の実施割合

 
・「上位７割」に入ら

ず。 
・0点/16 点（得点/配

点）

 
（介護・医療・年金室） 
・大阪府より指摘があ

り出力件数の考え方

が変更となった。現

在は、大阪府の指摘

を踏まえやり方を見

直し、出力件数を絞

り込むこととした。

 

６

目標Ⅲ 

（ⅱ） 

活動指標群 

１

 

高齢者人口当たり

の地域住民に対する

介護の仕事の魅力を

伝達するための研修

の修了者数

 
・「上位７割」に入ら

ず。 
・0点/12 点（得点/配

点）

 
（高齢福祉室） 
・国指標で示されてい

るような地域住民に

対する研修は行って

いない。 

・介護人材のすそ野を

広げる他の取組とし

て、広報紙「もみじ

だより」を活用した

福祉のお仕事紹介、

福祉就職イベントの

後援、ハローワーク

池田や近隣市との介

護就職イベントの共

催等を行っている。
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通し

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

７

目標Ⅲ 

（ⅱ） 

活動指標群 

２

 

高齢者人口当たり

の介護人材（介護支援

専門員を除く。）の定

着、資質向上を目的と

した研修の修了者数

 
・「上位７割」に入ら

ず。 
・0点/12 点（得点/配

点）

 
（高齢福祉室） 
・国指標で示されてい

るような現任の介護

職員を対象とする定

着、資質向上を目的

とした研修は行って

いない。 

・他の取組として、介

護事業所に対し、大

阪府等関係機関が実

施する研修等の情報

提供を適時行ってい

る。

 

８

目標Ⅲ 

（ⅱ） 

活動指標群 

３

 

介護支援専門員を

対象としたケアマネ

ジメントの質の向上

に関する研修（介護支

援専門員法定研修を

除く。）の総実施日数

 
・「上位３割」には該

当、「上位１割」に入

らず。 
・9点/12 点（得点/配

点）

 
（地域包括ケア室） 
・令和６年度は、市主

催の介護支援専門員

向け説明会（１回）

及び多職種連携元気

サポート会議（４

回）、地域包括支援セ

ンター主催の圏域サ

ービス事業所ネット

ワーク会議（１５回）

を開催。 

・引き続き、市及び地

域包括支援センター

が中心となり、介護

支援専門員のスキル

アップに向けた取組

を実施していく予

定。
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②介護保険保険者努力支援交付金 

 通し 

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

９

目標Ⅰ 

（ⅰ） 

体制・取組

指標群 

２

 

イ　通いの場に参加

していない者の健

康状態や生活状況、

医療や介護サービ

スの利用状況等を

定量的に把握し、デ

ータとして整理・分

析している 

ウ　通いの場を含む

介護予防に資する

取組に対して、具体

的なアプローチを

行っている 

エ　毎年度、ウの取組

の成果を分析し、取

組の改善・見直し等

を行っている

 
・イは非該当（実施な

し）。 

・ウは「通いの場に参

加していない者の

居宅等へのアウト

リーチに関する取

組」「介護予防に資

する取組やボラン

ティアへの参加に

対するポイント付

与の実施」「 ポイン

ト事業参加者の健

康状態等のデータ

ベース化」が非該

当。 

・エは非該当（実施な

し）。 
・2 点/9 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・誰もが参加しやすい

通いの場の維持・拡

大に引き続き取り組

む。 

・通いの場に参加して

いない者の抽出と健

康状態等の定量的な

把握、高齢者の社会

参加促進のために効

果的な手法につい

て、検討していく必

要がある。

 

１０

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

１

 

高齢者人口当たり

の地域包括支援セン

ターに配置される３

職種の人数

 
・「上位７割」に入ら

ず。 
・0 点/4 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・高齢者数の増加をふ

まえて、令和３年度

から各地域包括支援

センターの３職種の

職員体制を３名から

４名に増やしたとこ

ろ。 

・令和８年度には高齢

者数の増加する圏域

に３職種の職員体制

を増やす予定。 

・引き続き近隣他市と

同様に国基準に基づ

く配置を行っていく

予定。 
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通し

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

１１

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

２

 

地域包括支援セン

ター事業評価の達成

状況

 
・「介護予防の推進・包

括的・継続的ケアマ

ネジメント支援業

務・事業間連携に関

する業務」が「上位

３割」には該当、「上

位１割」に入らず。 
・11 点/12 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・介護予防支援の指定

を受けた居宅介護支

援事業所が作成した

ケアプランに対する

包括が関与した点

検・検証については、

令和 7年度から実施

している。

 

１２

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

４

 

通いの場への６５

歳以上高齢者の参加

率

 
・「週一回以上の通い

の場への参加率」は

「上位５割」には該

当、「上位３割」に入

らず。 
・「週一回以上の通い

の場への参加率の

変化率」は「上位３

割」には該当、「上位

１割」に入らず。 
・5 点/8 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・高齢者が自分に合っ

た介護予防メニュー

や趣味・関心を見つ

け、活動を続けるこ

とが重要。 

・既存の通いの場の情

報収集・周知に努め

るとともに、新たな

通いの場の創出や活

性化のため、シニア

活動応援交付金等の

活用を促進する。

 

１３

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

５

 

高齢者のポイント

事業への参加率

 
・非該当（実施なし）。 
・0 点/4 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・ポイント事業は未実

施。 

・高齢者の介護予防に

資する取組や社会参

加を促進するために

どのような事業が効

果的であるかを検討

していく必要があ

る。
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通し

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

１４

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

６

 

通いの場等におい

て心身・認知機能を維

持・改善した者の割合

 
・非該当（実施なし）。 
・0 点/4 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・通いの場等において

心身・認知機能を維

持・改善した者の割

合は把握していな

い。 

・効果検証のための効

率的な情報収集の手

法について、検討が

必要。

 

１５

目標Ⅰ 

（ⅱ） 

活動指標群 

７

 

高齢者人口当たり

の生活支援コーディ

ネーター数

 
・「上位７割」には該

当、「上位５割」に入

らず。 
・1 点/4 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・第２層生活支援コー

ディネーターとし

て、全小学校区に専

従職員７人を配置し

ており、市域全体を

コーディネートする

第１層生活支援コー

ディネーターは、市

の基幹型地域包括支

援センターに配置す

る職員が兼務してい

る。

 

１６

目標Ⅱ 

（ⅰ） 

体制・取組

指標群 

１

 

認知症サポーター

等を活用した地域支

援体制の構築及び社

会参加支援を行って

いるか。

 
・「認知症の人が希望

に応じて農業、商品

の製造・販売、食堂

の運営、地域活動や

マルシェの開催等

に参画できるよう、

支援している」が非

該当。 
・20 点/25 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・令和５年度から、認

知症サポーターフォ

ローアップ研修を開

催し、チームオレン

ジメンバーの育成を

行っている。 

（令和５年度２回：養

成者 15 人、令和６年

度１回：養成者９人）

（累計 24 人） 

・認知症カフェ（市内

10 か所）の開催等を

通して認知症の人や

その家族のニーズの

把握に努め、社会参

加支援など、様々な

支援方法について検

討を進める。 
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通し

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

１７

目標Ⅱ 

（ⅰ） 

体制・取組

指標群 

３

 

難聴高齢者の早期

発見・早期介入に係る

取組を行っているか。

 
・実施なしのため、「普

及啓発の取組を行

っているか」「早期

発見の取組を行っ

ているか」「受診状

況の把握と未受診

者への再度の受診

勧奨を行っている

か」「受診勧奨者の

うち 50％以上の者

が受診しているか」

非該当。 
・0点/20 点（得点/配

点）

 

（高齢福祉室） 

・令和７年度において

は、介護予防の通い

の場等の参加者に対

し「聞こえチェック

シート」を配付し、

チェック結果に応じ

て耳鼻科での診察や

聴力検査の勧奨を行

っている。 

・この他効果的な取組

について、具体に検

討する必要がある。

 

１８

目標Ⅱ 

（ⅱ） 

活動指標群 

１

 

高齢者人口当たり

の認知症サポーター

数

 
・「上位７割」に入ら

ず。 
・0点/12 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・令和６年度養成者

514 人 

（累計 8,784 人） 

・地域包括支援センタ

ーやキャラバン・メ

イトによる認知症サ

ポーター養成講座の

開催をさらに推進し

ていく必要がある。

 

１９

目標Ⅱ 

（ⅱ） 

活動指標群 

２

 

高齢者人口当たり

の認知症サポーター

ステップアップ講座

修了者数

 
・「上位７割」には該

当、「上位５割」に入

らず。 
・3点/12 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・令和５年度から、認

知症サポーターフォ

ローアップ研修を開

催し、チームオレン

ジメンバーの育成を

行っている。 

（令和５年度２回：養

成者 15 人、令和６年

度１回：養成者９人）

（累計 24 人） 

・引き続き、認知症サ

ポーターフォローア

ップ研修を開催し、

チームオレンジメン

バーの育成に取り組

む。
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通し

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

２０

目標Ⅱ 

（ⅱ） 

活動指標群 

３

 

認知症地域支援推

進員が行っている業

務の状況

 
・「上位７割」に入ら

ず。 
・0点/12 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・市に認知症地域支援

推進員（保健師、精

神保健福祉士）を配

置。 

・認知症の人とその家

族等への相談支援、

認知症ケアパスの作

成・普及における主

導的役割、認知症カ

フェの開催支援など

は実施済み。 

・病院や介護保険施設

等での認知症対応力

向上を図るための支

援事業、認知症ケア

に携わる多職種協働

のための研修事業な

どは未実施。

 

２１

目標Ⅲ 

（ⅱ） 

活動指標群 

１

 

入退院支援の実施

状況 

 

※入院時情報連携加算

とは、利用者が入院す

る場合において、介護

支援専門員が利用者

の情報を医療機関に

提供することを評価

する加算。 

※退院・退所加算とは、

医療機関を退院また

は介護施設等を退所

して、在宅での生活に

移行する利用者につ

いて、情報提供を受

け、介護サービスの調

整等を行うことを評

価する加算。

 
・「入院時情報連携加

算算定者数割合」は

「上位７割」には該

当、「上位５割」に入

らず。 
・「退院・退所加算算定

者数割合」は「上位

５割」には該当、「上

位３割」に入らず。 
・6点/16 点（得点/配

点）

 

（地域包括ケア室） 

・入院時情報連携加算

からは、介護支援専

門員から医療機関へ

の利用者の情報共有

等の連携の量を把握

することができる。 

・退院・退所加算から

は、医療機関等から

得た情報で、介護支

援専門員が居宅サー

ビス利用等の利用に

関する調整を行った

実績を把握すること

ができる。 

・ケアマネ連絡会など

を通じて、介護支援

専門員へ加算算定に

ついて周知を行って

いく必要がある。 
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保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金　共通 

 通し 

番号
項目 項目内容 本市結果 状況と改善策

 

２２

目標Ⅳ 

１・２・

４・５

 

１　軽度 

【要介護１・２】 

短期的な平均要介

護度の変化率の差は

どのようになってい

るか。 

 

２　軽度 

【要介護１・２】 

長期的な平均要介

護度の変化率の状況

はどのようになって

いるか。 

 

４　中重度 

【要介護３～５】 

長期的な平均要介

護度の変化率の状況

はどのようになって

いるか。 

 

５　健康寿命延伸の

実現状況 

要介護２以上の認

定率の変化率の状況

はどのようになって

いるか。 

 

※１の「短期的な変化率

の差」とは令和 5 年

(2023 年)1 月→令和 6

年(2024 年)1 月と、令

和 4年（2022 年）1月

→令和 5年（2023 年）

1月の変化率の差。 

２及び４の「長期的な

変化率の状況」とは令

和2年(2020年)1月→

令和6年(2024年)1月

の変化率。 

５の「認定率の変化

率」は令和 5 年(2023

年 )1 月と令和 6 年

(2024 年)1 月の変化

率。

 
１「軽度の短期的な平

均要介護度の変化

率の差」は「上位３

割」には該当、「上位

１割」に入らず。 
 
２「軽度の長期的な平

均要介護度の変化

率」は「上位７割」

には該当、「上位５

割」に入らず。 
 

４「中重度の長期的な

平均要介護度の変

化率」は「上位７割」

に入らず。 
 
５「認定率の変化率」

は「上位７割」には

該当、「上位５割」に

入らず。 

 

・45 点/100 点（得点/

配点） 
※強化推進・努力支援

とも

 

（高齢福祉室） 

・引き続き、要介護認

定者の平均要介護度

の維持・改善に向け、

重度化防止の取組の

検討・実施を進める。


